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抽象的労働説と再生産可能価格
飯 田 和 人
論文要旨

生産価格論は再生産可能価格を論定しているが, ここで再生産可能価格とは次の
2つの意味をもつ｡ 第一は社会的再生産そのものを可能にする価格であり, その成
立を通して経済全体の再生産が実現可能になる, そのような価格である｡ 次いで,
商品の生産者にとっての再生産可能な価格という意味である｡ つまり, それは資本
がその生産のために支出した費用価格と資本にとっての適正利潤とが組み込まれた
価格である｡ そのような適正利潤とは, あらゆる産業部門において均等化された利
潤すなわち平均利潤にほかならない｡
従来, 労働価値論では, この生産価格を説明するために, いわゆる価値価格から
生産価格への転形を論定しなければならず, ここに転形問題というアポリアが横た
わっていた｡ このアポリアを抱えた労働価値論は体化労働説と呼ばれるものだが,
ただしここで筆者が依拠している労働価値論はこれとは異なった理論的類型に属し
ている｡ 本文中で明らかにするが, 筆者がここで理論的に拠り所にしている労働価
値論は抽象的労働説と呼ばれるもので, この場合には転形問題そのものが存在しな
いのである｡ むろん, この場合も労働価値論 (抽象的労働説) と再生産可能価格と
しての生産価格の関係をどうとらえるのかという問題は存在しており, 本稿の課題
はこれを明らかにすることである｡
ここにおいては, 抽象的労働説の立場から再生産可能価格としての生産価格の理
論的なフレームワークを論じる中で, それが部門間および部門内部における独自の
剰余価値再分配メカニズムに支えられているということを解明している｡
キーワード：抽象的労働説, 国民所得, 生産価格, 再生産可能価格, 剰余価値再分
配, 労働の社会的配分・編成
Ⅰ. は じ め に
労働価値論において, もっとも一般的な形態は価値本質論もしくは体化労
働説と呼ばれる理論である｡ これは, あらゆる種類の労働において支出され
る人間の生理的エネルギーが労働・生産過程で商品に対象化されてその価値
を形成するというように, 価値の実体としての抽象的労働が労働・生産過程
で自存するものとして捉える立場である｡
この体化労働説は, 価値の実体として措定された抽象的人間的労働概念を
基礎に, 価値論レヴェルから価格論レヴェルへと論理展開しながら, いわば
本質から現象へと上向していかなければならないのであるが, ここには周知
のように転形問題という難問が横たわっている｡
小論の基礎におく労働価値論は, この体化労働説ではなく抽象的労働説と
呼ばれる理論である｡ 抽象的労働説は, 価値の実体としての抽象的人間的労
働が労働・生産過程で自存すると考える体化労働説とは違い, 交換過程で商
品が貨幣に転化することによって, 当該商品を生産した労働があらゆる種類
の労働に共通する抽象的労働に転化するという論理をとる｡ また, 体化労働
説の場合には, 利潤の源泉が必要労働を超えた剰余労働であることを主張す
るために, 価値価格から生産価格への転形を論定しなければならなかった｡
が, 抽象的労働説に立てば, 価値から生産価格への転形を論ずる必要がない｡
ここでは転形問題そのものが存在しないからである｡
とは言え, 価値論と生産価格論との関係を論ずる意義はなくなったのかと
いえば, 決してそうではない｡ 生産価格論は, 古典派経済学におけるある種
の再生産可能価格としての自然価格概念を継承しており, その限りで再生産
可能価格をどのように措定するのかという問題を引き継ぐからである｡
したがって, ここで明らかにすべきは, この再生産可能価格としての生産
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価格と労働価値論としての抽象的労働説との関係をどう捉えたらよいのかと
いう問題である｡
Ⅱ. 抽象的労働説の論理構造
まずは, 抽象的労働説の論理構造から簡単に確認して行くことにしたい｡
抽象的労働説は, 次の 2つの論理次元から構成される｡ 1つは, 諸商品の交
換関係, 価値関係 (＝等置関係) という商品連関次元であり, もう 1つは,
この商品連関に媒介される労働連関次元である｡ この商品の価値関係の中か
ら析出された労働連関次元においては, 私的諸労働の社会的関係が取り結ば
れている｡ 要するに, それは, 社会的分業の一分肢として営まれる, それぞ
れの私的諸労働が商品の交換関係, 価値関係を通して相互に取り結ぶ関係で
ある｡
抽象的労働説の場合, この 2つの論理次元を前提にして, まず商品連関次
元で商品が貨幣に転化することで価値として実現され, 同時にその労働連関
次元においては, 当該商品を生産した私的な具体的労働が社会的労働すなわ
ち抽象的労働に転化する, という論理がとられている｡ この点, もう少し詳
しく説明して行こう｡
商品価値は, 市場で商品が貨幣に転化すること () を通して実現さ
れる｡ これによって, 商品は貨幣に対して現実的に等置されるのである｡ こ
・・・・・・
こで, 商品と貨幣との現実的な等置とは, 商品の貨幣への転化 () を
等置関係 (  ) として捉え直したものである｡ そして, この現実的等
置を前提にして商品連関次元から労働連関次元へと分析次元を深化させるな
らば, ここでは貨幣があらゆる商品によって等置されており, そのことによっ
て当該の商品を生産した労働が (貨幣を媒介に) あらゆる種類の商品生産労
働と等しいとおかれていることが明らかになる｡
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抽象的労働説の場合, この論理レヴェルにおいて商品生産労働が二重化さ
れるのである｡ つまり, ここにおいては, 当該商品に独特の使用価値を生産
した具体的労働が, 同時にその具体的有用性を捨象された抽象的労働として
措定されて, これと重ねられる (二重化される) からである｡
また, この関係を商品と貨幣との現実的等置 (  ) というレヴェル
ではなく, 商品の貨幣への転化 () というレヴェルで見るならば, こ
こにおいては当該の商品を生産した具体的労働が抽象的労働に転化した (あ
るいは抽象的労働として実現された) ということになる｡ そして, ここにお
いて, この貨幣との交換によって実現された抽象的労働が, 価値実体として,
また所得源泉となる価値生産物 (＝純生産物) を生み出した実体として措定
されるのである｡
もちろん, この労働自体は貨幣との交換前には具体的労働として存在する｡
したがって, ここにおいては, この具体的労働そのものが貨幣との交換を通
して価値を生産した抽象的労働として評価され, そのようなものとして実現
されたということになるのである(1)｡
Ⅲ. 抽象的労働説における価値の量的決定
すでに見てきたように, 抽象的労働説においては, 商品を生産した労働
(それ自体としては, その使用価値を生産した私的な具体的労働) が, 当該
商品の貨幣への転化にともなって, 商品の価値を生産した労働 (＝社会的労
働) に転化し, それによって当該商品に含まれる価値生産物 () 部分
を生産した労働 (＝抽象的労働) として実現される(2)｡ では, その価値の大
きさはどのようにして尺度されるのか？ 以下においてはまず, この問題を
取り上げよう｡
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1. 抽象的労働説と国民所得
労働価値論においては, 商品価値の大きさが労働によって決定される｡ こ
の場合, 価値の大きさを尺度するのは時間, すなわち労働時間である｡ ただ
し抽象的労働説の場合, その価値の大きさを規定する労働は, 生産過程で投
下された労働そのものではなく, 流通過程で貨幣と交換されることによって
社会的労働 (＝抽象的労働) として実現された労働である｡
さらに, この抽象的労働説においては, 市場で評価された労働はすべて価
値を生みだした労働として認められる｡ 言い換えるなら, このことは, 市場
で評価されるかぎり, 商品生産労働はすべて価値形成労働であり, 本源的所
得 (＝国民所得) の源泉になるということである｡ それゆえに, ここで社会
的総労働は, それが市場で実現される限り, ひとまずは新しく生み出された
価値 (＝純生産物) の合計すなわち国内純生産 (NDP) を産出した労働と
しても捉えられることになる(3)｡
この場合, 市場で販売され実現された商品の使用価値を生産した具体的労
働時間 (＝社会的総労働時間) は, 経済全体としては, それらの諸商品の価
値を生産した抽象的労働時間と等しい｡ つまり, ここにおいては次の等式が
成り立つのである｡
これをもう少し正確に規定すれば, 市場で販売された商品の使用価値を生
産した具体的労働 [時間] の総計 () は, これらの諸商品の価値を生産し
た抽象的労働 [時間] の総計 () に等しい｡ すなわち,  というこ
とである｡ ただし, ここにおいては次の点に注意しなければならない｡
社会的総労働の中には, じつは生産されたにもかかわらず市場で販売され
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社会全体の具体的労働 [時間] 
＝ 価値総額を産出した抽象的労働 [時間] 
なかった, いわゆる ｢在庫品｣ を生産した労働部分が含まれているというこ
とである｡ 国民所得論では, この ｢在庫品｣ 部分も最終生産物として扱われ,
今期に新しく生産された価値 (＝純生産物) 分として国内純生産 (NDP) の
中に計算されている｡ この ｢在庫品｣ 部分が最終生産物として扱われる限り,
これもまた問題としている期間中の社会的総労働 [ ] によって産出
されたのであり, この部分も当該期間中の国内純生産 (NDP) を生み出した
労働として認められることになる｡ この関係は以下の通りである｡
ただし, 抽象的労働説にたつ場合, この関係は認められない｡ それという
のも, これらの在庫品はいまだ市場で販売される以前であり, したがって,
その生産に参加した労働 (＝私的具体的労働) は市場の評価を受けることな
く残されているからである｡ つまり, これらの労働は社会的労働 (＝抽象的
労働) に転化することがなく, 私的具体的労働のままに市場の外側に存在す
るものとして扱われなければならないということである｡
この場合, 問題は, この在庫品ストックの純増額分の生産に参加した労働
(時間) をどのように把握するのかということである｡
この在庫品ストックとしては, ①製造後に生産者の手元に残されている製
品在庫, ②製造工程の途中にある仕掛品在庫, ③生産過程に投入される前の
原材料在庫, ④小売り, 卸売りの流通過程にある流通在庫などがあり, この
他に食糧管理特別会計による政府米の在庫, 石油公団による原油備蓄などの
｢公的在庫品増加｣ がある｡ これらの価値額は, 国民経済計算では ｢国内総
支出｣ の中で計算され ｢民間在庫品増加｣ として明示されている｡
ただし, ここから在庫品ストックの純増額分の生産に参加した労働 (時間)
を正確に把握するには, これらの在庫品についてそれぞれ具体的労働時間を
調査し, これらを集計・算出することが必要であるが, 実際には不可能に近
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  
い｡ そこで, 次のような方法が考えられる｡
国民経済計算体系における ｢在庫品増加｣ の国内総支出の中に占める割合
を把握し, この割合分を ｢社会全体の具体的労働 [時間] ｣ の中の在庫品
ストックの純増額分の生産に参加した労働 (時間) に割り当てる, という方
法である｡ 以下, 簡単なモデルを使って説明しよう｡
たとえば, いま国内総生産が 500兆円で在庫品増加がプラス 5,000億円
であった場合, 国内総生産の中ではこの在庫品増加が 0.1％を占めるこ
とになる｡ このとき ｢社会全体の具体的労働 [時間] ｣ が 1,000億労働時
間であるとすれば, 在庫品ストックの純増額分の生産に参加した労働 [時
間] は, その 0.1％の 1億労働時間によって生産された部分と見ることが
できる｡
この場合, ｢社会全体の具体的労働 [時間] ｣ のうち抽象的労働 (＝社
会的労働) に転化した部分は, その 0.1％分 (＝1億労働時間) を除いた 999
億労働時間である, ということになるであろう (表 1 ｢実現された抽象的
労働時間｣ で確認されたい)｡
また, これと逆の場合もある｡ 国内総支出における在庫品増加が先程とは
逆にマイナス値をとるケースである｡ ここで在庫品増加がマイナスの値を付
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表 1 実現された抽象的労働時間
  
GDP 在庫品増加 の GDPに占める割合
500兆円 プラス 5,000億円 0.10%
  
全体の具体的労働時間 の中のの労働時間
今期の実現された
抽象的労働時間
1,000億労働時間 1億労働時間 999億労働時間
けるというのは, 在庫品ストックの価値が前期よりも小さくなったというこ
とであり, そのぶん今期に生産された価値以上に市場で実現された価値が大
きい, ということである｡
そこで, いま GDPが先の例と同じ 500兆円であったとき, 国内総支出に
おける在庫品増加が先程とは逆にマイナスの 5,000億円であったとすれば,
この 5,000億円の在庫品マイナス分は今期の国内総生産の 0.1％である｡ そ
して, 今期の社会的総労働時間が先程と同じように 1,000億労働時間であっ
たとすれば, その 0.1％に当たる 1億労働時間分の在庫品生産労働が今期の
市場で追加的に実現され, その私的具体的労働が抽象的労働に転化した, と
見ることができるわけである｡
したがって, ここにおいては, 今期に実現された抽象的労働の大きさは,
今期の社会的総労働時間に, それから今期市場で実現された前期の在庫品を
生産した労働時間を加えた値ということになる｡ この場合, 今期の社会的総
労働時間は 1,000億労働時間であり, 今期市場で実現された前期の在庫品を
生産した労働時間はその 0.1％に当たる 1億労働時間であるところから, 両
者の合計である 1,001億労働時間が, 今期に実現された抽象的労働の大きさ
を示すわけである｡
このことを実際の国民経済計算に基づいて確認しておこう｡ 表 2は, 2010
年における国内総生産と国内総支出を示している｡ その価値額は 481兆 7,732
億円である｡ 国内総支出の中に示されている ｢在庫品増加｣ はマイナス 1兆
5,122億円であり, ここから 2010年に市場で実現された価値額が算出できる｡
すなわち, 国内総生産 481兆 7,732億円に在庫品増加の 1兆 5,122億円を加
えた 483兆 2,854億円であり, これはいわば抽象的労働説における GDPで
ある｡ むろん正確には, 小論で指摘してきたような, いくつかの留保条件は
付いている｡ なお, 2010年におけるマイナスの在庫品増加分 1兆 5,122億円
は, 当該年の国内総生産 481兆 7,732億円の約 0.3％に当たる割合である｡
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こうして, 抽象的労働説の場合, 過去において商品を生産した労働 (＝在
庫品生産労働) もまた, それが市場で貨幣との交換によって価値として実現
される限り, その私的具体的労働は抽象的労働に転化するのである｡ 要する
に, これらの過去の労働の生産物 (つまり在庫品) もまた, 市場において ｢命
がけの飛躍｣ を果たした商品として扱われるということである｡ この結論は,
抽象的労働説に独自のものであり極めて重要である｡
まとめよう｡ 今期中に実際に価値を生産した労働として市場で評価された
社会的総労働は, 先に示した ｢社会全体の具体的労働 [時間] ｣ から在
庫品ストックの純増額分の生産に参加した労働 [時間] を加減 (プラス・マ
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表 2 2010年 国内総生産勘定 (生産側及び支出側)
(単位：10億円)
1.1 雇用者報酬 243,789.20
1.2 営業余剰・混合所得 91,468.30
1.3 固定資本減耗 107,968.40
1.4 生産・輸入品に課される税 39,852.50
1.5 (控除) 補助金 3,184.70
1.6 統計上の不突合 1,879.50
国内総生産 (生産側) 481,773.20
1.7 民間最終消費支出 285,439.00
1.8 政府最終消費支出 95,306.80
(再掲)
家計現実最終消費 340,154.70
政府現実最終消費 40,591.00
1.9 総固定資本形成 96,776.40
うち無形固定資産 11,881.40
1.1 在庫品増加 -1,512.20
1.11 財貨・サービスの輸出 73,182.50
1.12 (控除) 財貨・サービスの輸入 67,419.20
国内総生産 (支出側) 481,773.20
出所：内閣府 『国民経済計算』 ｢4.主要系列表｣ ｢国内総生産 (支出
側), 名目｣ http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/
kakuhou/files/h23/h23_kaku_top.html
イナス) することによって与えられる｡ したがって, この場合には, 先に示
した [社会全体の具体的労働 [時間] ＝価値総額を産出した抽象的労働
[時間] ] は成り立たない｡ そこで, 社会的総労働時間から在庫品ストッ
クの純増分の生産に参加した労働 [時間] を加減した労働時間については
, 価値総額を産出した抽象的労働 [時間] についてはとすれば, こ
こにおいては次の等式が成り立つことになる｡
ここからまた, 一国内で新しく生み出された価値生産物 (＝純生産物) の
一年間の合計, すなわち国内純生産 (NDP) に対応する社会的総労働は
 として与えられる｡ こうして把握された社会的総労働が,
価値を生み出した労働に転化し, この国の純生産物の合計すなわち国
内純生産 (NDP) をもたらすのである｡ むろん, この NDPは抽象的労働説
におけるそれである｡ したがって, この関係は以下のようになる｡
2. 価値の尺度基準
ところで, このような純生産物の合計すなわち国内純生産 (NDP) をもた
らした社会的総労働の大きさを測る尺度は時間であった｡ そして, これは社
会的総労働時間として与えられている｡ そこで, この社会的総労働時間で国
内純生産 (NDP) を除せば, 社会的労働 1単位あたりの生産する価値の大
きさが求められることになる｡ これは次のように示される｡
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 
→ → 抽象的労働説における NDP
国内純生産額 (NDP)÷社会的総労働時間
＝ 社会的労働 1単位あたりの生産する価値
これは, 社会的労働 1単位あたりの貨幣評価 () であり, フォーリー
の言う ｢価値の貨幣的表現｣ である(4)｡ 正確には, 以下の記号式で表される
であろう｡
これは抽象的労働説における価値の尺度基準であると言ってもよい｡ ただ
し, 以下においては, この社会的労働 1単位あたりの貨幣評価 (＝｢価値の
貨幣的表現｣) を表す記号式としては, 上記の


ではなく,


という簡
略化された式を用いていく｡ と同時に, 以下においては上述した ｢在庫品｣
問題をいったん捨象する｡ この点を確認したうえで, 以下では, この価値の
尺度基準を使って先に見た具体的労働と抽象的労働との関係を再検討してお
こう｡ まずは次の等式である｡
この等式は, 市場で販売され実現された商品の使用価値を生産した具体的
労働時間 (＝社会的総労働時間) がそれらの諸商品の価値を生産した抽象的
労働時間と等しい, ということを示すものであった｡ ここで, その意味を別
の角度から再確認しておきたい｡
この等式の左辺は年間総労働時間として与えられており, これに対しては
実際の年間国民所得額 () が対応関係にある｡ すなわち, 労働とそれによっ
て産出された価値 (＝純生産物) という関係である｡ 他方, 右辺の抽象的労
働 [時間] に対応する価値総額は, 年間総労働時間に先の抽象的労働説にお
ける価値の尺度基準 (＝社会的労働 1単位あたりの貨幣評価) を乗ずること
によって与えられる｡ つまり, これは年間総労働時間 ()×社会的労働 1単
位当たりの貨幣評価 (


) →抽象的労働 () によって 1年間に産出された
抽象的労働説と再生産可能価格
51( 289 )


 
社会全体の具体的労働 [時間] 
＝ 価値総額を産出した抽象的労働 [時間] 
価値総額 () という関係である｡
見てのとおり, この右辺の抽象的労働によって産出された価値総額と左辺
の年間国民所得額 () とは同じものである｡ したがって, ここから先の等
式そのものがある意味で同義反復に近いことが分かるであろう｡ 要するに,
抽象的労働説においては, 商品生産労働は当該商品が市場で実現されること
によって, その商品の使用価値を生産した具体的労働が価値を生産した抽象
的労働に転化する (二重化される) ということであり, 等式はこの関係を反
映しているのである｡
Ⅳ. 再生産可能価格論の理論的枠組み
さて, 社会的分業を構成している各産業部門への労働の配分は, 具体的有
用労働の社会的編成として行われるが, 資本主義経済においてはそれが市場
を通じて実現される｡ 労働価値論は, そうした, 市場メカニズム (価格メカ
ニズム) を媒介とした人間労働の社会的編成 (配分) のあり方を明らかにす
るための理論である｡ 抽象的労働説も労働価値論である以上, そのような課
題に応えなければならない｡ では, そうした価値論の展開によって労働の社
会的配分メカニズムを明らかにする意義は何であろうか？
それは, 市場における諸資源の配分メカニズムを明らかにする価格理論と
同じような目的をもつのだとすれば, こうした価値論の展開はミクロの市場
メカニズム論のひとつと言うべきものであろう｡ そのような市場メカニズム
論は, 新古典派経済学によって発展させられてきたものである｡ ただし, 新
古典派経済学の場合, それはミクロ経済学的アプローチによって市場参加者
達の主観的な効用極大化行動を論じるものであり, そこにはまた固有の市場
経済観が存在していることに注意を要する｡
これに対して, マルクス学派の場合にも, その価値・価格論の基礎には固
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有の経済観が存在している｡ そうした経済観をもっとも基本的なレヴェルで
言えば, そこにおいては, 何よりも経済が人間―自然関係, 人間―人間関係
という 2つの関係から構成されるものとして捉えられていることであろう｡
このような経済観は, 古典派経済学 (特に A・スミス) やそれを継承したマ
ルクスの経済学に固有のものであり, 基本的には分業 (division of labour)
の理解と深い関わりをもっている｡
そこにおいては, こうした分業 (＝社会的分業) の下での労働配分のあり
方が問題にされるのである｡ 資本主義経済では, そのような社会的労働配分
が市場メカニズムもしくは価格メカニズムを媒介にして行われる｡ ここから,
古典派経済学―マルクス系譜の経済学においては, 価値・価格論が社会的労
働配分論として展開されたわけである｡
生産価格論もまた, そうした市場メカニズム論として展開されるが, 何よ
りもこの場合には, 生産価格を再生産可能価格として把握することが重要で
ある｡ ここで再生産可能価格とは, 以下 2つの意味をもつ｡
1つは社会的再生産そのものを可能にする価格という意味であり, この生
産価格を通して上述したような社会的労働配分がもたらされ, 経済全体の再
生産が実現可能になる, そのような価格である｡ いま 1つは, 商品の生産者
(供給者) たる資本にとって繰り返し供給することが可能な価格という意味
である｡ したがって, それは資本がその生産のために支出した費用価格 (生
産手段に関わるコスト＋労働力に関わるコスト) と資本にとっての適正利潤
とが組み込まれた価格 (＝費用価格＋適正利潤) でなければならない｡ むろ
ん, 資本にとっての適正利潤とは, この場合あらゆる産業部門において均等
化された利潤, すなわち平均利潤ということになる｡
そこで, 問題はそのような生産価格論と労働価値論 (＝抽象的労働説) と
の理論的関連をどう捉えたらいいのか, ということである｡
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1. 資本の運動に媒介された労働の社会的配分・編成
資本主義経済において, 実際の社会的労働配分を決定しているのは資本で
あり, さらに言えば, そこにおいてもっとも基軸的な役割を果たすのが資本
の再生産・蓄積運動である｡ そして, そうした資本の再生産・蓄積運動を長
期的に規定しているのは利潤率の動向である｡
そこで, いわゆる平均利潤率が成立する状況下であれば, 資本は最大利潤
の獲得を目指して行動する中で平均利潤や生産価格に到達するし, また何ら
かの事情によって, この基準となる平均利潤から乖離したプラスもしくはマ
イナスの再分配剰余価値が発生している場合には, 資本はそれに応じてその
再生産・蓄積運動を変更し, それにともなって労働配分を調整することにな
る｡
したがって, 平均利潤率が成立する状況においては, 生産価格が価格変動
の重心となり, この価格変動を通して労働の社会的配分・編成が行われてい
る, と考えることができる｡ その限りで, このような平均利潤率の形成によっ
て支えられた生産価格は, 1つの社会的再生産可能価格として機能している
と言いうるであろう｡
さて, ここからが問題である｡ 以上のような労働の社会的配分・編成メカ
ニズムは, 労働価値論を基礎に説明されねばならないとしても, その労働価
値論は体化労働説である必要はない, ということである｡ 抽象的労働説で十
分に説明可能なのである｡ では, どのようにしてか？
抽象的労働説の場合, 商品を生産する私的・具体的労働は, その生産した
商品の貨幣への転化によってはじめて社会的労働・抽象的労働に転化する｡
市場メカニズムを媒介にした労働の社会的配分・編成も, この商品の貨幣へ
の転化を通して行われる｡ 市場に成立する諸商品の価格は, 商品の貨幣への
転化の現実的表現であって, この価格の運動 (変動) に媒介されて労働の社
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会的配分・編成が行われるわけである｡ そして, 自由競争市場における, こ
のような価格変動の重心 (したがってまたある種の社会的再生産可能価格)
とされるのが生産価格であった｡ ここで生産価格が価格変動の重心にあると
いうことは, 現実の市場価格がその変動を通じてつねに引き寄せられ収斂し
ていく中心に生産価格があるという意味である｡
もちろん, このような価格変動の重心としての生産価格を説明するさいに,
労働価値論そのものを用いないことも可能である｡ スラッフィアン (＝ネオ
リカーディアン) の生産価格論がそれである｡
スラッフィアンは, 労働価値論そのものを無用の回り道として切り捨て,
生産価格論だけで十分であると主張している(5)｡ しかしながら, 労働価値論
は, 市場メカニズム (価格メカニズム) を媒介とした社会的労働配分機構を
明らかにするためにこそ必要とされる｡ したがって, これを切り捨てること
は, 上述した古典派―マルクス系譜に固有の経済観を否定することになる｡
これを放棄しない以上, 労働価値論 (ただし, ここにおいては抽象的労働説)
が必要とされるのである｡
さらに, スラッフィアンの生産価格論 (スラッファ自身のものとは異なる)
は, 基本的に物量体系と価値体系を分離して, まずは前者によって利潤率を
決定し, そのうえで価値体系の中で貨幣賃金率を与えることで生産価格を決
定している(6)｡ このような, いわば物量データから客観的かつ非行動主義的
な決定機構によって生産価格を求める方法は, 物量体系のデータ (生産技術,
実質賃金率など) を基礎に生産価格や均等利潤率を客観的に与えたスラッファ
自身の理論も同様の特徴をもっているが, これは, 古典派経済学の自然価格
やマルクスの生産価格とはやはり別物であると言わざるをえないであろう｡
要するに, ｢古典派―マルクスの場合, 生産価格 (自然価格) は再生産可
能価格であると同時に, 市場価格の変動の重心として, いわばある種の 『引
力 (重力) 過程』 の存在を想定した 『長期動態均衡』 過程として市場が捉え
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られている｣(7)｡ 価格変動の重心として, したがって社会的再生産可能価格と
して生産価格を把握することの意義は, まさしくこの点に見いだされなけれ
ばならないのであった｡
もっとも, 基本的に体化労働説の立場にたち生産価格を価値価格の転化形
態として捉え説明しようとするマルクス学派の中でも, 生産価格そのものは
労働価値とは無関係に決定できることを認めて, そのような生産価格モデル
を別個に提示している論者も存在する｡ その代表格として, 置塩信雄, 高須
賀義博などをあげることができるであろう(8)｡ ただし, このようなマルクス
学派の生産価格は, 現実の市場のおける諸資本の競争を通して成立し, その
限りにおいては 1つの社会的再生産可能価格として提示されているのであり,
この点では上述したスラッフィアンの生産価格論とは一線を画しているので
ある｡
2. 価格変動の重心としての生産価格
こうして, 生産価格を社会的再生産可能価格として設定するとき, これは
また市場における価格変動の重心として措定されなければならないことが確
認される｡ しかしながら, そのさい留意すべきは, このような生産価格が変
動の重心になるという論理は, まず総供給 (産出量水準) を与えられたもの
とし, そのうえで資本の運動を通して現実の価格が生産価格に収斂してゆく
という論理形式をとるということである｡
もちろん, 現実的には, そのような生産価格が市場で実際に成立する状態
にはなく, つねに各産業部門間の需給不一致は起こっているし, 景気循環的
局面での需給不一致 (好況期は全体として需要超過, 不況期は需要不足の状
態) も発生している｡ しかも, 各部門の内部では生産性の変化などの供給条
件の変化や, あるいは嗜好の変化や所得水準の変化などの需要構造の変化が
つねに起こっているから, 生産価格が価格変動の重心といっても, じつはそ
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の重心それ自体も不断の変化にさらされ続けている, と言わなければならな
い｡
いずれにしても, 平均利潤率や生産価格の成立機構 (すなわち最大利潤を
求めての資本の部門間移動) は, 本節の 6項で論ずるような現実の長期動態
過程で展開されていることは確かである｡ そして, こうした長期動態過程の
論理的期間としては, 景気循環の 1周期 (ほぼ 10年) を想定することがで
きる｡ ただし, そのさい注意すべきは, 平均利潤率や生産価格の成立を措定
する論理形式は理論的にはあくまでも静態過程であり, こうした動態過程を
そのまま前提することはできない, ということである｡
要するに, 生産価格を論定するためには産出量水準を所与とし, そのうえ
で総供給と総需要との一致を前提に論理を展開することが必要とされるので
ある(9)｡ こうしなければ, 市場価格の生産価格へ収斂という論理自体が成り
立たないということでもある｡
生産価格は, このような仮定のもとで理論構築されることで, 社会的再生
産可能価格として措定されると同時に, いわば価格変動の重心としても措定
されることになる｡ が, すでに述べたように, ここで前提されている生産価
格は体化労働説のように価値論レヴェルの議論を経ることなく, はじめから
価格論レヴェルにとどまって理論展開することが可能なのである｡
抽象的労働説の場合, 商品はこの生産価格の下で貨幣に転化すると同時に,
当該商品を生産した私的労働が社会的労働に転化する (すなわち使用価値を
生産した具体的労働が価値を生産した抽象的労働に転化する), そして, そ
のことによってはじめて商品は価値として実現される｡ このような意味での
労働価値論が適用されるからである｡
3. 剰余価値の再分配
すでに述べたように, 再生産可能価格であり価格変動の重心としての生産
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価格は, 総供給と総需要との一致を前提して論定されている｡
そこで問題とすべきは, ここで言う総供給と総需要との一致の意味である｡
これは端的に言えば, いわゆる売れ残りが発生しない状態ということであり,
問題にされた期間の社会的総労働によって産出された価値がすべて実現され
るということである｡ 換言すれば, 先に論じた ｢在庫品｣ が発生しない状態
である｡
もちろん, このような経済全体における総供給と総需要との一致を前提し
たとしても産業部門間の需給不一致は存在しうるのであって, その場合には
また, 各産業部門に与えられた生産価格はそのまま実現されることはなくな
る｡ 与えられた供給に対して需要が大きすぎる場合には生産価格よりも大き
な市場価格で, 逆に与えられた供給によりも需要が小さい場合には生産価格
よりも小さな市場価格で実現されるのである｡
しかしながら, このような各部門における需給の不一致は, それが一時的
であれば景気循環過程の中で調整されていくことになる｡ ここにおいても,
かつて宇野弘蔵が言った, ある種の ｢経済原則｣ が貫徹するからである｡
こうして, 市場経済 (資本主義経済) においては, 経済全体の総供給と総
需要とを一致させていく傾向法則と, 各部門における供給と需要とを一致さ
せていく傾向法則とが存在している｡ 生産価格成立の理論的基盤は, この 2
つの傾向法則の存在なのである｡
そこで, このような生産価格が成立している場合, この生産価格を構成す
る平均利潤の中には, 他部門で生産された剰余価値部分が移転されプラスさ
れている場合もあるし, 逆にそれが他部門に移転されることによってマイナ
スされている場合もある｡ 生産価格を構成する平均利潤そのものの中に, こ
のような経済全体で生産され部門間で再配分された剰余価値部分が含まれて
いるわけである｡ では, この生産価格が成立した時点で各部門に発生したプ
ラスとマイナスの剰余価値 (つまり, それぞれの部門に再分配された剰余価
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値) 部分は, どのように把握できるのか？
じつは, これは先に措定した抽象的労働説における価値の尺度基準 (


)
を用いることで可能になる｡ すでに見たように, この尺度基準は国内純生産
(NDP) を社会的総労働時間で除したものであり, 社会的労働 1単位あたり
の価値生産性 (


＝｢価値の貨幣的表現｣：) を意味している｡ そこで,
これを各産業部門の年間総労働時間に乗ずるならば, 抽象的労働説における
価値の尺度基準で評価・換算された, 各部門の 1年間で産出された価値生産
物の総額 (＝尺度基準で換算された産業部門別 NDP) が与えられる｡
こうして計算され評価された各産業部門の NDPとそれぞれの部門で実際
に実現された NDPとの差額が, 生産価格が成立した時点で各部門に発生し
たプラスとマイナスの剰余価値 (＝各部門に再分配された剰余価値) にほか
ならない｡
この場合, 評価・換算された産業部門別 NDPと実際の産業部門別 NDPと
比べて後者が大きければ, 当該部門の労働は社会的により高く評価されてい
る (いわば ｢強められた労働｣) ということになる｡ したがって, ここにお
いてはプラスの再分配剰余価値が発生するのである｡ 逆の場合には, 当該部
門の労働は社会的にはより低く評価された労働であり, ここにおいてはその
剰余価値が他部門に移転・再分配され, マイナスの再分配剰余価値が発生す
るわけである(10)｡
このような他部門からの所得再分配分を源泉とする再分配剰余価値は, 生
産価格が成立する場合には平均利潤法則を媒介にして行われる｡ また, ここ
において発生する再分配剰余価値の源泉は, 産業全体で生産され部門間で再
配分された価値生産物 (＝純生産物) であり, 正確に言えばこの価値生産物
を生産した労働 ( ) である｡ したがって, このような再分配剰余価
値は産業部門全体としてはプラス・マイナス・ゼロになり, それはここにお
ける理論的フレームワーク, すなわち長期・静態の論理的帰結なのである｡
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そして, このような生産価格が成立している限り, あらゆる部門における供
給と需要は (生産価格で) 一致する｡ と同時に, 経済全体の総供給と総需要
も一致している(11)｡
ただし, 全体としての総供給と総需要とが一致し, また各部門の供給と需
要とが一致して生産価格が成立している場合でも, 各産業部門の内部では,
それぞれの供給者の生産力格差からプラス, マイナスの特別利潤が発生し,
この意味での剰余価値の再分配が行われていることに注意しなければならな
い｡ そこで, 次ぎにこの部門内部の剰余価値再分配メカニズムを確認してい
くこととしよう｡
4. 部門内の剰余価値再分配メカニズム
この部門内部の剰余価値再分配メカニズムに関して, ひとまず簡単にその
内容を言えば, 次のようなものである｡ 自由競争市場が前提される場合, 各
部門の市場価格は一物一価法則によって当該部門の社会的価値として決定さ
れている｡ そのさい, この社会的価値と部門内部の各生産者の供給条件を反
映した個別的価値との差額は, 当該部門の各生産者の間にプラス, マイナス
の特別利潤を発生させ, 剰余価値の再分配をもたらす｡ そして, このプラス,
マイナスの特別利潤の源泉は, この部門全体の中で生産された剰余価値部分
であり, したがって, この再配分剰余価値もまた部門全体としてはプラス・
マイナス・ゼロである｡
そこでいま, このことを確認するために社会的平均的な資本構成をもつ産
業部門を 1つのモデルとして取り上げ, この部門における剰余価値の再分配
メカニズムを見てみよう｡
まず, 確認すべきは, ここにおいては生産価格の成立が前提されていると
ころから, 各産業部門に成立している社会的価値 (＝市場価値) はいわゆる
市場生産価格であり, これは当該部門の代表企業(12) における個別的生産価
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格に等しいということである｡ さらに言えば, この社会的平均的な資本構成
をもつ産業部門においては, 他部門から再分配された剰余価値は存在せず,
この部門の剰余価値がそのままこの部門の利潤として実現されている｡ しか
も, この部門の代表企業の場合, その個別的価値としての個別的生産価格は
社会的価値としての市場生産価格と等しく, したがって両者の差額として発
生する特別利潤 (剰余価値の部門内移転分) はゼロである(13)｡
そこでいま, こうした点を確認するために, ここでモデルとされた社会的
平均的な資本構成をもつ産業部門 (供給構造) について具体的な数値例を使っ
て示すこととしよう｡ 表 3を参照されたい｡
この部門の代表企業は C企業である｡ それは当該部門において中位の生
産条件をもつ生産者であり, その部門の平均的で典型的な企業である｡ した
がって, C企業の資本の有機的構成 (


) は, その産業部門の資本の有機的
構成の平均値に等しい｡ と同時に, この部門そのものが社会的平均的な資本
構成をもつ産業部門であるところから, この部門の代表企業における資本の
有機的構成は産業全体のそれの平均値にも等しい｡ そして, この企業の提供
する商品の個別的価値はこの部門の生産価格に等しく, ここで実現されてい
る利潤率は全産業部門の平均利潤率すなわち 20％である｡
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表 3 特別利潤と部門供給構造
生 産 者
生 産 価 格

個別的価値 資本構成


特 別 利 潤
A企業  120 19.00 プラス 24 △
B企業  132 8.17 プラス 12 △
C企業  144 4.00 ±0
D企業 	 156 2.61 マイナス 12 △
E企業 
	 168 2.26 マイナス 24 △
供給構造
投下資本の総額と構成：, 平均構成： (平均資
本構成：4.00) 利潤の総額 ()：120, 平均利潤率：20％
この C企業よりも労働生産性の高い生産者が同一部門内の A企業, B企
業であり, それぞれ資本の有機的構成は C企業よりも高くなっている｡ そ
れよりも労働生産性が低く, 資本の有機的構成も低い生産者が D企業, E
企業である(14)｡
また, 各企業が提供する商品の個別的価値は, それぞれの企業の費用価格
() に平均利潤 (個別費用価格×平均利潤率 20％) を加えたものに
よって与えられるが, ここでは生産性のもっとも高い A企業の個別的価値
が最小であり, 生産性のもっとも低い E企業の個別的価値が最大となって
いる｡ この E企業は, いわばこの部門の限界供給者である｡
そこで, この部門の社会的価値が, 代表企業である C企業の個別的価値
(＝個別的生産価格) に等しく, さらにはここで一物一価法則が作用すると
すれば, 当該部門のすべての企業がこの社会的価値 (＝市場生産価格) での
商品の販売を強制されることになる｡
したがって, A企業はその個別的価値は 120だが, 市場ではそれが 144
として通用するところから, プラス 24単位の特別利潤を獲得することがで
きる｡ 他方で, 最劣等の生産条件を持つ E企業はその獲得できるはずの利
潤 (＝平均利潤) からマイナス 24単位の特別利潤分を差し引かれている｡
この企業がいまだ限界企業の地位にとどまっていられるのは, まだ差し引き
4単位 () 分の利潤が残されているためである｡ また, ここにおい
ては, 部門全体のプラス, マイナスの特別利潤はゼロになっており, ここか
ら, こうした特別利潤の発生は, 市場メカニズムに媒介された剰余価値再分
配メカニズムによって支えられている, ということが確認できるであろう(15)｡
このような剰余価値再分配メカニズムが働くのは, 市場において商品が貨幣
に転化され, したがってまた商品が価値として実現される, まさにそうした
モメントにおいてなのである｡
さて, 以上の議論を通して結論できることは, 価格変動の重心としての生
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産価格 (＝再生産可能価格) の成立を前提したとき, 部門間と部門内部それ
ぞれにおいて剰余価値の再分配メカニズムが機能している, ということであ
る｡ さらには, こうした剰余価値再分配メカニズムは, 市場において商品が
貨幣に転化され, そのことによって当該商品を生産した私的労働が社会的労
働にとして認められる (したがってまた商品が価値として実現される), ま
さにそのときに市場メカニズムとして作用している, ということである｡
5. 投下労働価値モデル
ところで, このような生産価格が成立する条件下での, 社会的平均的な資
本構成をもつ産業部門という特殊な理論的空間においては, 抽象的労働説に
おける価値の尺度基準 (


 ) を用いて, ある種の投下労働価値説を適
用することが可能になっている｡ 以下の通りである｡
まず, この産業部門における年間総労働時間を把握し, これに件の価値の
尺度基準を乗じるならば, この部門で 1年間に生産された価値総額が与えら
れる｡ そこで, 同じ年にこの部門の労働者に対して支払われた賃金総額 ()
を当該の価値総額から控除し, 残りの部分を剰余価値 () とすれば, こ
の部門で 1年間に産出された価値生産物の構成 () が明らかにな
り, ここからこの部門の剰余価値率 (


) を導き出すことができる｡ さら
に, これに当該の価値生産物 ( ) を生み出すために投入された
生産手段の価値 () を加えるならば, この部門の 1年間の総生産物価値も
しくは総産出額 ( ) が示される｡ 同じようにして, 当該部
門の各個別企業において 1年間に産出された価値生産物 () や生産物
価値 () も計算することが可能である｡ さらには, ある商品の
単位価値 () に関しても, 当該商品の 1年間の生産物価値の総
額 ( ) をその生産数量で除すことによって割り出すことが
できる(16)｡
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ただし, こうして与えられた投下労働価値は, 見てのとおり, あくまでも
抽象的労働説の理論的フレームワークの内部において適用可能になっている
ことに注意しなければならない｡ したがって, ここで適用されているのは投
下労働価値説ではあっても体化労働説ではない, ということである｡ そこで
以下において, この抽象的労働説における価値の尺度基準 (


 ) を用
いて, 投下労働価値レヴェルで理論モデルを構築してみよう｡ 表 4を参照さ
れたい｡
表 4は, 先に見た表 3で示したのと同じ供給構造をもつ部門において, A
企業から E企業までの生産者の個別的生産価格 () を個別的価値
() として示したものである｡ ここにおいてもまた代表企業は C企
業である｡ そして, この社会的平均的な資本構成をもつ産業部門の代表企業
の場合には, 他企業からの移転・再分配される特別剰余価値はプラス・マイ
ナス・ゼロであるとことから, 生産された価値生産物 () と市場で販
売・実現され評価された価値生産物 () とは等しい値をとる ( )｡
したがって, 当該企業の供給する商品 1単位あたりを生産するために充用さ
れた労働時間に抽象的労働説における尺度基準 (＝｢社会的労働 1単位あた
りの貨幣評価 (


)｣) を乗じて算出された価値生産物 () の大き
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表 4 特別剰余価値と部門供給構造
生 産 者
生産物価値

個別的価値 資本構成


特別剰余価値
A企業  105 19.00 プラス 39 △
B企業  122 8.17 プラス 22 △
C企業  144 4.00 ±0
D企業  166 2.61 マイナス 22 △
E企業 	 183 2.26 マイナス 39 △
供給構造
投下資本の総額と構成：

, 平均構成： (平均資
本構成：4.00) 剰余価値の総額 ()：120, 剰余価値率 (

)：100％
さは, 実際に市場で評価された価値生産物 () と等しくなるので
ある｡
また, 先の生産価格レベルの理論モデル (表 3) に示されている利潤の総
額 () は 120単位であったが, この投下労働価値モデルでの剰余価値の総
額 () も 120単位である｡ これは, このモデルとして取り上げている部
門 (＝供給構造) が, 社会的平均的な資本構成をもつ産業部門であることか
ら, 部門間での剰余価値の移転・再分配が行われないことを示すものである｡
なお, ここにおいては剰余価値率均等化が実現されていることを仮定して,
既知としてのについては与えられた価値生産物 () の中で剰余価値
率 (


) が 100％になるような数値をとっていることも付言しておこう｡
最後に, ここでの 1つの結論を提示しておきたい｡ 以上のような生産価格
が成立する条件下での, 社会的平均的な資本構成をもつ産業部門という特殊
な理論的空間においては, ある種の投下労働価値説を適用することが可能で
あった｡ そして, ここにおいては, 当該産業部門における年間総労働時間に
抽象的労働説における価値の尺度基準を乗じることで, この部門で 1年間に
生産された価値総額 ( ) が与えられ, それはまた市場で販売さ
れ実現された価値生産物 ( ) と等しい値をとった｡ ここで重要
な点は, じつはこれと同じことが (ただし生産価格が成立しているか否かに
係りなく) 適用可能な場面がいま 1つ存在する, ということである｡
1国に存在する全産業部門である｡ つまり全産業部門において用いられた
年間総労働時間に件の抽象的労働説における価値の尺度基準 (


 ) を
乗じるならば, この国で 1年間に生産された価値総額が与えられ, そしてこ
の値は市場で実現された価値総額すなわち国内純生産 (NDP) に等しい｡
要するに, これは小論の最初に提示した抽象的労働説における価値の量的決
定そのものである｡ したがって, これも 1つの投下労働説なのである｡
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6. 期間的な需給不一致
さて, 確立された資本主義経済システムのもとでは, 経済そのものが自律
的な再生産運動を展開している｡ 言い換えるなら, これは市場を通して社会
的総生産と総消費とを不断に結びつけるプロセス (＝社会的再生産過程) が,
景気変動もしくは景気循環となって自律的に展開されるようになる, という
ことである｡
確かに, ミクロ理論的には, この生産と消費 (もしくは供給と需要) とが
価格メカニズムなどの市場法則を媒介にして一致 (＝均衡) させられると言っ
ても間違いではないだろう｡ しかし現実的には, 両者の一致は極めてダイナ
ミックな市場の運動を引き起こしながら長期的に実現されていくのであり,
そのダイナミックな市場の運動が実際の景気変動もしくは景気循環となって
現れるのである｡
資本主義経済においては, このような景気循環過程を通して, 長期平均的
に総供給と総需要とが不断に結びつけられて行く｡ これは, 資本主義経済に
おける, いわゆる ｢経済原則｣ の貫徹の仕方であると言ってもよいであろう｡
ただし, ここでいう ｢経済原則｣ 的な総供給と総需要の一致とは, 国民所得
論で言うところの, 国内純生産 (NDP) と国内純支出 (NDE) とが事前的
にも事後的にも一致しているということではない｡
この場合には, 生産過程から流通過程の間にとどまり, 市場で実現されな
いままになっている生産物が ｢在庫投資｣ という形で国内純支出 (消費＋投
資) の中に計算されているところから, つねに需給一致 (国内純生産＝国内
純支出) となる｡ これを国民所得論的な総供給＝総需要一致とすれば, ここ
で前提している総供給＝総需要一致とは, そのような供給 (＝国内純生産)
と需要 (＝国内純支出) との一致ではない｡ ここで前提されるべきは, いわ
ば総価格 (あるいは総産出：) レヴェルでの需給一致である(17)｡
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もちろん, このような総価格 (総産出：) レヴェルでの総供
給と総需要との不一致がある場合にも, 国民所得論的な意味ではつねに供給
(＝国内純生産) と需要 (＝国内純支出) とは一致している｡ ただし, こう
した需給不一致が仮に経済の不況・停滞局面で起こっているとすれば, 国民
所得論的にもこれはいわゆる ｢需給ギャップ｣ [需要不足] が存在する状況
であるとされる｡ そして, これが続くとすれば次の段階ではこれが国民所得
水準もしくは産出量水準の低下 (経済成長率の低下やマイナス成長への転落)
へとつながることになるのである｡
ところで, 総価格 (総産出：) レヴェルでの総供給と総需要
とを一致させていく傾向法則は, ほぼ 10年の周期をもつ景気循環過程の中
に見いだすことができる｡ もっとも, この主張は, ここにおいても先述した
｢経済原則｣ の存在と作用を認めるということである｡ そして, こうした論
理を踏まえ生産価格論や恐慌・景気循環論を論じた, わが国の代表的論客が
高須賀義博であった｡ ここでもまた, この理論的な立場を踏襲して行きたい
と考えている｡ 要するに, それは以下においてこの景気循環の 1サイクルの
期間 (約 10年) を理論的フレームワークとして総供給と総需要と一致・不
一致の問題を論じていくということである｡
では, この景気循環の 1サイクルをベースにして, このような総価格 (総
産出：) レヴェルでの総供給と総需要との一致もしくは不一致
を論定するさい, その価値の尺度基準としては何を用いるのか？ 言うまで
もなかろう｡ すでに提示した抽象的労働説における価値の尺度基準 (



) である｡ それはこうであった｡
これを, ここではさらに次のような応用レヴェルで適用する｡ まずは 10
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国内純生産額 (NDP)÷社会的総労働時間
＝ 社会的労働 1単位あたりの生産する価値
年間の国内純生産 (NDP) の合計額と, 同じ 10年間の社会的総労働時間の
合計とを計算する｡ その上で, この 10年間の国内純生産 (NDP) の合計額
を同じ 10年間の社会的総労働時間の合計で除すことによって, 10年平均の
社会的労働 1単位あたりの貨幣評価 (すなわち価値の貨幣的表現) を算出す
る｡
次に, こうして算定された 10年平均の社会的労働 1単位あたりの貨幣評
価を当該年の社会的総労働時間に乗じて, その値 (＝尺度基準で換算された
NDP) と当該年の実現された NDPと比較してみる｡ 何が見えてくるだろう
か？
このように計算され評価された NDPと比較して, 当該年の実現された
NDPが大きければ, この年のNDPの中には総供給に対して総需要が大きかっ
たところから発生したプラスの超過剰余価値が組み込まれている, というこ
とである｡ 逆に, 尺度基準で換算された NDPと比較して, 当該年の実現さ
れた NDPが小さければ, この年の NDPの中には, 総供給に対して総需要
が小さかったことから発生したマイナスの超過剰余価値が存在しているので
ある｡
このような超過剰余価値が発生するのは, 期間 (あるいは 1年) ごとに総
価格 (総産出：) レヴェルでの総需要と総供給との不一致が存
在するからである｡ したがって, この意味での総供給に対して総需要が大き
ければ, 当該年の実現された NDPは, 先の尺度基準によって評価された
NDPよりも大きくなってプラスの超過剰余価値が発生するし, 逆に総価格
(総産出：) レヴェルでの総供給に対して総需要が小さければ,
当該年の実現された NDPは評価された NDPよりも小さくなって, マイナ
スの超過剰余価値が発生することになるのである｡
ただし注意すべきは, この場合のプラス, マイナスの超過剰余価値は単に
評価値 (観念値) でしかなく, 先に見た部門間の需給不一致から発生する再
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分配剰余価値のように実体値ではないということである｡ さらに言えば, 部
門間に発生する再分配剰余価値と部門内部の特別剰余価値の理論的フレーム
ワークは長期・静態だが, ここで問題にしている期間的な超過剰余価値の論
理的な枠組みは長期・動態過程であって, この意味でも両者は区別されなけ
ればならない｡
いずれにせよ, ここにおいては, 期間と期間とのあいだに発生するプラス・
マイナスの超過剰余価値の存在を論定することができる｡ つまり, それは,
③景気循環の上昇局面で総需要の拡大テンポが総供給の拡大テンポを上回っ
たり, 逆に景気の後退局面で総需要の縮小テンポが総供給の縮小テンポを下
回るような状況の下で発生する超過剰余価値である｡ この場合, 短期的な局
面では期間ごとに総供給と総需要とのギャップは発生するわけだが, 長期平
均的には最終的にこの総供給と総需要とは一致するということになる｡
そこで, 仮にそのような期間後との需給ギャップからプラス・マイナスの
超過剰余価値が発生するということが認められるならば, この超過剰余価値
もまた期間と期間とのあいだの所得再分配メカニズム (剰余価値再分配メカ
ニズム) として捉えることができる, ということである｡
Ⅴ. お わ り に
以上, 小論においては, 抽象的労働説の立場から再生産可能価格としての
生産価格の理論的なフレームワークを論じる中で, それが部門間および部門
内部における独自の剰余価値再分配メカニズムに支えられているということ
を明らかにしてきた｡ そうした中で, この生産価格論の理論的前提となって
いる総供給＝総需要一致について, これをほぼ 10年の周期をもつ景気循環
過程の中で貫徹する 1つの傾向法則として論定してきたわけだが, じつは,
そうした論理展開の中から残された課題が浮上してきているのである｡ これ
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は課題というよりも, むしろ新しい理論的地平というべきかも知れないが,
それは以下の問題である｡
景気循環過程では, 年ごとに総需要と総供給とは乖離している｡ 需要不足
(供給過剰) の年には商品が売れ残ったり安売りされたりすることで企業利
潤が縮小し, 逆に供給不足 (需要過剰) の年には商品が高く売れることで意
外の利潤 (＝超過利潤) が発生するとことになる｡ 前者の場合には, 要する
にある種の価値破壊が行われ, 後者の場合には逆にいわば価値の創造が行わ
れることになるわけである｡ それでは, この創造された価値は一体どこから
きたのか？
じつは, こうした価値の創造は, 過去の蓄積された価値 (＝蓄蔵貨幣) が
流通に入り込むことで商品の価値を過大に実現し, これらが新たな価値とし
て社会的承認を受けることで可能になるのである｡ これも抽象的労働説のも
つ重要な含意であり理論的可能性の 1つなのであるが, この問題については
別稿をもって論ずることにしたい｡
( 1 ) このように, 貨幣を媒介にして具体的労働が抽象的労働に転化されるという
論理を展開した, 抽象的労働説の先駆的業績としては, リピエツ (Lipietz, A.,
“The So-Called ‘Transformation Problem’ Revisited”, Journal of Economic
Theory, Vol. 26, No. 2. 1982), フォーリー (Foley, D. K., “The Value of Money,
The Value of Labour Power and Marxian Transformation Problem,” Re-
view of Radical Political Economics, Vol. 14, No. 2. 1982) さらにはモズリー
(Moseley, F., “The “New Solusion” to the Transformation Problem: Sympa-
thetic Critique,” Review of Radical Political Economics, Vol. 32, No. 2. 2000)
等をあげることができる｡ 彼らは, いわゆる転形問題における総計一致命題に
ついては総剰余価値＝総利潤, 総価値生産物＝総収入という総計一致関係が成
り立つが, 総価値＝総生産価格は成立しないという立場をとる｡ なお, 本文中
で後述するフォーリーの ｢価値の貨幣的表現｣ 概念 (脚注 4参照) は, この抽
象的労働説のコンテキストの中で提示されたものである｡
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( 2 ) なお, この抽象的労働説の論理構造について, すでに筆者は, 関係主義的な
価値理論という筆者自身の理論的立場から, これを論じその内容を明らかにし
ている｡ 拙稿 ｢関係主義的な抽象的労働説と国民経済計算｣ (『東京経済大学会
誌 経済学』 277号, 2013年 2月) を参照されたい｡
( 3 ) ここで言っていることは, 要するに国内純生産 (NDP) はすべて人間労働
によって産出されたということである｡ ただし, そうなると, 実際の国民経済
計算における国内純生産 (NDP) の中に帰属家賃のような労働の生産物では
ないものが算入されている事実を無視できない｡ そこで, 労働価値論の立場か
ら, 何を非労働生産物として国内純生産 (NDP) の中から除外すべきかとい
う問題が出てくるが, この点については拙稿 ｢関係主義的な抽象的労働説と国
民経済計算｣ (前掲) で詳しく論じているので参照されたい｡
( 4 ) フォーリーは, まず年間 ｢総労働時間｣ を ｢国民総付加価値｣ で除すこと
( 

) で ｢特定の期間内に 1ドルが表わす労働時間量を計算｣ し, これを ｢貨
幣の価値と呼ぶ｣｡ そのうえで次のように議論を展開している｡ ｢平均的な場合
には, 1時間の労働時間は付加価値 15ドル分を生み出す｡ この関係は貨幣の
価値の逆数であり, 1時間の労働時間が創造する貨幣単位の価値量を示してい
るので価値の貨幣的表現と呼ばれる｣ (Foley, D. K., Understanding Capital,
・・・・・・・・
Marx’s Economic Theory, Harverd University Press, Cambridge, Massachu-
setts, and London. 1986. (竹田茂夫, 原伸子訳 『資本論を理解する マルク
スの経済理論』 法政大学出版会, 1990年)｡ 邦訳 24頁参照, 傍点は原著｡
( 5 ) そうしたスラッフィアンの代表的論客としてスティードマン (Steedman, I.,
Marx after Sraffa, Verso Edition and NLB, London, 1977.) をあげることが
できる｡ 彼の価値論に関しては, 拙著 『市場経済と価値 価値論の新機軸』
(ナカニシヤ出版, 2001年) の第 2章第 4節 ｢4. スラッフィアンの価値不要
論｣ 100105頁を参照されたい｡
( 6 ) 拙著 『市場経済と価値 価値論の新機軸』 (前掲) 100103頁参照｡
( 7 ) 拙著 『市場経済と価値 価値論の新機軸』 (前掲) 106107頁｡
( 8 ) さしあたり, 置塩信雄 『マルクス経済学 価値と価格の理論』 (筑摩書房,
1977年), 高須賀義博 『マルクス経済学研究』 (新評論, 1979年) を参照｡
( 9 ) この意味では, これは新古典派のミクロ理論と同じ論理構造 (＝サプライサ
イドの論理) をもっていると言いえよう｡ ただし本文中に示したように, その
背景にある市場観の違いには十分な注意が必要である｡
(10) このような部門間の再分配剰余価値の存在は, 以下のようにも把握可能であ
る｡ まず, ある産業部門 (部門) における労働 1単位あたりの価値生産性を
計算する｡ これは, 問題とする期間中に当該の部門で実現された価値の合計
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() を所定の期間中の当該部門の総労働時間 () で除すことによって与え
られる｡ この値 (

) は, 産業部門ごとに異なっており, 全産業部門で与え
られる社会的労働 1単位あたりの価値生産性 (

) よりも低い場合もあれば
高い場合もある｡ つまり, ① 




のケースと② 




のケースであ
る｡ そこで①の場合, 当該の n部門における労働 1単位あたりの生産する価
値 (

：価値生産性) は, 社会的労働 1単位あたりの生産する価値 

より
も小さいために, 社会的にはより低く評価された労働だということになる｡ そ
のため, ここにおいては当該部門で生産された剰余価値が他部門に移転されて
おり, マイナスの再分配剰余価値が発生しているのである｡ 他方, ②の場合に
は, 当該の部門の労働 1単位あたりの価値生産性 (

) は社会的労働の価
値生産性 (

) よりも大きいところから, より高く評価された労働 (＝強め
られた労働) だということになる｡ したがって, ここにおいてはプラスの再分
配剰余価値が発生するのである｡
(11) 以上のような意味での総供給と総需要との一致が前提されているとき, 他部
門からの所得再分配分を源泉とする再分配剰余価値は, 独占価格が設定された
ケースでも発生するであろう｡ このような剰余価値再分配論を用いて独占利潤
の源泉を説明するのはマルクス学派の通説的な立場と同様であるが, その基礎
におかれる労働価値論は体化労働説ではなく抽象的労働説であることは極めて
重要な違いである｡ なお, この抽象的労働説による独占価格論の展開について
は今後の課題であり, 他日を期すことにしたい｡
(12) ここで社会的平均的な資本構成をもつ企業を ｢代表企業｣ と呼ぶのは, 平瀬
巳之吉 『実物分析と貨幣的分析』 (未来社, 1979年) における使用法に倣って
いる｡ これは ｢平均資本構成及び平均利潤を体現する｣ ところの企業を意味す
る (前掲書, 154頁参照)｡
(13) さらに言えば, この社会的平均的な資本構成 (＝中位の構成) をもつ部門に
おける代表企業の価値 (個別的価値＝社会的価値) と生産価格とは等しく, 生
産された剰余価値と実現された利潤とも等しい｡ このような社会的平均的な資
本 (産業部門) のもつ諸特徴については, 生産価格論の研究領域ではある種の
コモンセンスに近いが, このことはマルクス自身も認識していた事柄である｡
いまこれをその原典にさかのぼって確認しておこう｡ ｢中位または中位の構成
を持つ資本にとっては, 生産価格は価値と, また利潤はその資本が生産した剰
余価値とまったく一致するかほぼ一致する｣｡ そして, ここで言う ｢中位の構
成をもつ資本は社会的平均資本と同じかまたはほぼ同じ｣ である (Karl Marx,
Das Kapital, Kritik der politischenOkonomie, Bd. 3, in : Karl Marx/Friedrich
Engels, Werke (MEW), Bd. 25a, Dietz Verlag, Berlin, 1964. S. 183. 邦訳は
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岡崎次郎訳 『資本論』 第 3巻 (『マルクス・エンゲルス全集』 第 25a巻, 大月
書店, 1966年, 219頁)｡
(14) このように, 部門内部に様々なレヴェルで生産条件の異なった劣位企業, 中
位企業 (代表企業), 優位企業が混在している市場を前提して, 価格論, 市場
論を展開するのはマルクス経済学における大きな特徴でありメリットである｡
新古典派ミクロ経済学における価格理論においては, このような重層構造的な
競争的市場はほとんど想定されることはない｡ ただし, その例外として, した
がってまた新古典派経済学のメインストリームからは無視された理論として,
A・マーシャルの市場理論が存在している｡ このマーシャルの場合も, 市場に
は様々なレヴェルで生産条件の異なった劣等企業群, 優等企業群が混在し, そ
こから動態的過程が紡ぎ出される構造をもち, これらの企業群から構成される
特定の産業それ自体もまた生成, 発展, 衰退のプロセスを辿るものとして捉え
られている｡ この点については, 拙著 『市場と資本の経済学』 (ナカニシヤ出
版, 2006年) 1467頁参照｡
(15) ここでいう ｢特別利潤｣ は, 『資本論』 第 1巻第 10章において価値論レヴェ
ルで社会的価値と個別的価値との差額として規定された ｢特別剰余価値｣ と事
実上同じものである｡ 同様のものはまた 『資本論』 第 3巻第 10章において価
格論レヴェルで ｢超過利潤｣ として論じられているが, ここではこれを超過利
潤ではなく特別利潤と呼んでいる｡ 理由は, 超過利潤そのものは社会的価値と
しての市場生産価格と個別的価値としての個別的生産価格との差額以外のもの
からも発生しうるからである｡ なお, ここで個別的生産価格における利潤 (＝
個別的利潤) に関して, 拙著 『市場と資本の経済学』 (前掲) では, これを
｢社会的・平均的に獲得することが期待できる利潤｣ つまり ｢ある種の期待利
潤｣ として措定している (前掲書, 1267頁参照)｡
(16) このような投下労働価値レヴェルで理論的モデルを構築する場合, 剰余価値
率均等化が実現されていることを仮定し, 賃金 () 部分については与えられ
た価値生産物 () の中で剰余価値率 (

) 100％になるような数値を与
えることも可能である｡ なお, 本文中の表 4のモデルではこの仮定をとってい
る｡
(17) ここで, 総価格 (あるいは総産出：) レベルの総供給と総需
要について, 2部門分割の再生産表式を基礎に説明すれば, 次のようになろう｡
総供給 (あるいは総産出：) は, 生産財部門, 消費財部門から
の供給によって構成されるが, これに対して総需要は生産財部門, 消費財部門
の両部門それぞれに以下のような形で現れる｡ 生産財部門のへの需要は, ①労
働手段部門に対する生産財・消費財両部門からの更新投資および純投資のため
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の需要, ②原材料部門に対する生産財・消費財両部門からの補填投資および純
投資のための需要からなる｡ 他方, 消費財部門への需要は, ①生産財・消費財
両部門で雇用された労働者に対して支払われた賃金 (拡大再生産のために雇用
された追加的労働力に対して支払われた賃金を含む) を原資とする生活手段需
要, ②生産財・消費財両部門における剰余価値から分配された所得 (役員報酬,
配当金, 支払利息など) を原資とする生活手段需要から構成される｡
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